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（National Science Foundation, NSF）が発表している「ハイテク産業付加価値の世界
シェア」によると、日本のハイテク産業製品の付加価値のシェアは 2000 年以降低下し



















産的活動」（Sternberg, 1999, p. 3）を指す。Amabile（1988）は、個人を取り巻く環境
要因や組織要因が、従業員の創造性を促進したり阻害したりすることを示し、創造性
を高めるためにはマネジメントが重要であることを示した。創造性マネジメントは、
近年の経営学でも注目の高いトピックの 1 つである（e.g., Dong, Bartol, Zhang & Li, 
2017; Liu, Gong, Zhou & Huang, 2017; Perry-Smith & Mannucci, 2017）。  
 
                                                   
1  Schumpeter（1912 塩野谷他訳 1977）の著書の中では、「イノベーション」ではなく、「新
結合」という用語が使われた。「新結合」の概念には 5 種類があり、①新しい財貨の生産、
②新しい生産方法の導入、③新しい販路の開拓、④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲
得、⑤新しい組織の実現、であるとした（p. 182）。  
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   ハイテク製造業には、経済協力開発機構（OECD）分類の航空宇宙、通信および
半導体、コンピュータおよびオフィス機器、医薬品、科学機器および計測機器が
含まれる。中国には香港が含まれる。   
出所）Science and Engineering Indicators（National Science Board, 2016）のデータか
ら筆者作図  
 
1.2  既存の創造性研究の課題  
既存の創造性研究を広範にレビューした結果、本研究の対象である研究開発組織と






















































２． 理論的枠組みと仮説  









(1) 新しい技術、プロセス、手法、製品アイデアを探し出しているかどうか。  
(2) 創造的なアイデアを出しているかどうか。  
(3) 他者にアイデアを売り込んだり、支持したりしているかどうか。  
(4) アイデアの実行に必要な資金を調査、調達したかどうか。  
(5) アイデアを実行するための計画とスケジュールを立てたかどうか。  
(6) （上司から見て）革新的かどうか。  
米国企業の研究機関の研究者や技術者を対象とした調査から、Scott & Bruce（1994）





























造性は、「有用であり、グループを満足させ、受け入れられる仕事」（Stein, 1953, p. 311）、
「個人あるいはグループ内の個人が協業して、新規で有用なアイデアを生み出すこと」





































れている（Zhang & Bartol, 2010）。  
以上の議論から、創造性に関わる概念として、「創造的プロセス行動」、「創造性」、
「創造的成果物」の 3 つの概念レベルが存在し、それぞれが何らかの影響関係にある
ことが分かる。本研究では、上記 3 概念を以下のように定義する。  
(1) 創造的プロセス行動：研究開発組織における問題発見、問題解決のためのアイ
デア創出に着手する過程。  







































ウェアに関する大幅な変化もその対象とする。・・・本  [研究] でのプロ
セス・イノベーションは、自社にとって新しいものであると定義し、自社
が必ずしもこのプロセスを導入した最初の者である必要はない。・・・な





















































要な 3 要素として、①「資源管理（resources in the task domain）」、②「イノベーシ
ョン・マネジメント・スキル（skills in innovation management）」、③「イノベーシ






本研究の第 1 の仮説として、以下を提起する。  
   












する。表 1 に技術志向とマーケット志向の特徴、長所、短所をまとめた。  
 





















 技術志向  マーケット志向  
特  徴  
・ 技術プッシュ型  
・ プロダクトアウト商品  
・ 研究開発組織に特徴的な志向  
・ 市場プル型  
・ マーケットイン商品  
・ マーケティング部門、事業部門、販売部門に特徴的
な志向  






・ 開発期間の短縮とコストの節約がしやすい。  




超 え て い る 可 能 性 が 指 摘 さ れ て い る 。




































このデメリットを回避する方法の一つとして、「Off the Job Training」（Off-JT）が
ある。例えば、マーケティングに関する社内研修やセミナーへの参加を通じて、マー
ケティングの知識を体系的に学習させることができる。  







  仮説 4-a：研究開発組織と事業部門の間のジョブ・ローテーションは、マーケット
志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
 
  仮説 4-b：研究開発組織とマーケティング部門の間のジョブ・ローテーションは、
マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
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ある。本研究の第 5 の仮説は以下の通りである。  
 






















 組織間のコンフリクトは、「2 名以上の人々あるいは 2 つ以上の集団が、相反する成













ため、常に非生産的コンフリクトになると言われている（Jehn & Mannix, 2001）。一
方、低レベルのプロセス・コンフリクトと、低～中レベルのタスク・コンフリクトは
生産的コンフリクトであり、業績を向上させると言われている（Jehn & Mannix, 2001）。 
 本研究の第 7 の仮説は、研究開発組織と関係部門（事業部門、マーケティング部門）
との間のプロセス・コンフリクトおよびタスク・コンフリクトが、アイデアや仕事の
進め方に対する議論を活発化させ、結果的にマーケット志向性創造的プロセス行動に














































 仮説 9：研究開発組織のリーダー権限は、革新支援型組織風土と正の関係を有する。 
 





























































３． 方 法 
3.1  対象 
本研究は、日本国内に事業所がある企業で、製造業の研究開発組織に勤務している
従業員を対象に、質問票形式によるオンライン・サーベイを実施した。対象者は以下








外の部署に所属していると回答した 18 名を除外し、282 名の回収データを解析対象と
した。解析対象者の平均年齢は 47.6±9.0 歳、男性 265 名（94%）、女性 17 名（6%）
であった。  
 
3.2  データ解析  





定：† p < .10）を有意傾向、5%未満（両側検定：* p < .05, ** p < .01, *** p < .001）を有
意とした。また、階層的重回帰分析において独立変数として投入した変数間に、多重
共線性の疑いを示す値（VIF > 10）は、いずれの回帰式においても確認されなかった。 
 
3.3  測定尺度 










う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求めた。  
これら 23 項目に因子分析（主因子法・プロマックス回転）を行った結果、固有値 1
以上で 3 因子が抽出された。そこで、3 因子をそれぞれ第 1 因子は創造性（9 項目, α 
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= .947）、第 2 因子は技術志向性創造的プロセス行動（6 項目, α = .797）、第 3 因子は








かを、「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）
により回答を求めた。さらに、直近 3 年間に発売された新商品における創造的成果物
の割合を尋ね、「7. 90%以上」、「6. 75%以上 90%未満」、「5. 50%以上 75%未満」、
「4. 25%以上 50%未満」、「3. 10%以上 25%未満」、「2. 1%以上 10%未満」、「1. 1%
未満」の 7 段階で回答を求めた。因子分析の結果、主成分分析法で 1 因子尺度である
ことが判明し、4 項目を 1 つの因子と尺度化した。信頼性係数は α = .775 であり、尺度
の内的整合性が確認された。  
 
内発的動機づけ：内発的動機づけは、Zhang & Bartol（2010）の 3 項目を用いて、
「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答
を求めた。因子分析の結果、主成分分析法で 1 因子のみが抽出され、1 因子尺度として






であった。それぞれ「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッ
カート尺度）で回答を求めた。因子分析の結果、事業部門とマーケティング部門とで
それぞれ主成分分析法で 1 因子が抽出され、2 項目による尺度構成を行った。信頼性係
数は、「事業部門とのジョブ・ローテーション」が α = .932、「マーケティング部門と
のジョブ・ローテーション」が α = .921 であり、いずれも高い内的整合性を示してい
た。  
Off-JT は、「わたしの部署（研究開発部門）では、マーケティングに関する研修が
会社から用意されている」の 1 項目で質問した。「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」




リサーチを行う専門部隊（課）がありますか」という 1 項目を作成し、「1. 専門部隊
（課）がある」、「2. 専門部隊（課）はないがメンバーはいる」、「3. どちらもない」
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で回答を求めた。1 と 2 の回答をダミー変数 1 =「マーケティング・リサーチ機能有り」、











析法で 1 因子尺度であることが判明し、4 項目による尺度構成を行った。信頼性係数は
α = .702 であり、尺度の内的整合性が確認された。  
 
コンフリクト：コンフリクトは、Jehn & Mannix（2001）の 9 項目を用いて、「7. 全
くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求め
た。因子分析の結果、主因子法（プロマックス回転）で 2 因子が抽出され、それぞれ
第 1 因子はタスク・コンフリクト（5 項目 , α = .883）、第 2 因子はプロセス・コンフリ








権限を持っている」の質問に対し、「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の
間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求めた。因子分析の結果、主成分分析法で 1 因




によって確立され、Scott & Bruce（1994）が改変した 22 項目の中から、第 1 因子であ
る「革新支援型（support for innovation）風土」に帰属した 13 項目を用いた。それぞ
れ「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回
答を求めた。因子分析の結果、主因子法（プロマックス回転）により固有値 1 の基準
で 3 因子が抽出された。そこで、第 1 因子は独自性支援型組織風土（7 項目 , α = .832）、
第 2 因子は創造性支援型組織風土（3 項目, α = .831）、第 3 因子は多様性支援型組織風












アイデアを良く褒める」の 2 項目であった。  
 
統制変数：本研究では、各回答者の属性に関する以下の諸変数を統計的にコントロ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































志向性創造的プロセス行動」の 2 種類についてそれぞれ検討した。表 3 に重回帰分析
の結果を示す。  
「技術志向性創造的プロセス行動」に有意な正の影響を与えた要因は、「内発的動
機づけ」（β = .53, p < .001）、「組織間コミュニケーション」（β = .30, p < .001）であ
り、有意傾向な正の影響を与えた要因は「事業部門とのジョブ・ローテーション」（β 
= .10, p < .10）であった。  
「マーケット志向性創造的プロセス行動」に有意な正の影響を与えた要因は、「内
発的動機づけ」（β = .17, p < .01）、「組織間コミュニケーション」（β = .49, p < .001）、
「タスク・コンフリクト」（β = .20, p < .001）であり、有意傾向な正の影響を与えた要
因は「マーケティング部門とのジョブ・ローテーション」（β = .12, p < .10）であった。  
以上の結果から、仮説 3-a、仮説 3-b、仮説 4-b、仮説 6、仮説 7-b の 5 仮説が支持さ










　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 .00 .04 **
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ .53 *** .17 **
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) -.04 .12 †
ジョブ・ローテーション (事業部門) .10 † -.02
Off-JT -.03 .04
マーケティング・リサーチ機能 -.03 .06
組織間コミュニケーション .30 *** .49 ***
プロセス・コンフリクト .06 -.07
タスク・コンフリクト -.03 .20 ***
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .52 *** .43 ***








2 -  R
2
1.
† p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .001.
技術志向性創造的プロセス行動
 
                                                   
2 仮説 3-a：内発的動機づけは、技術志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 3-b：内発的動機づけは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 4-a：事業部門とのジョブ・ローテーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 4-b：マーケティング部門とのジョブ・ローテーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の  
関係を有する。  
仮説 4-c：Off-JT は、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 5：マーケティング・リサーチ機能は、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 6：組織間コミュニケーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  




次に、「創造性」への影響過程についての重回帰分析の結果を表 4 に示す。  
「創造性」に有意な正の影響を与えた要因は、「内発的動機づけ」（β = .42, p < .001）、
「プロセス・コンフリクト」（β = .10, p < .05）、「技術志向性創造的プロセス行動」
（β = .39, p < .001）であり、有意傾向な正の影響を与えた要因は「マーケット志向性創
造的プロセス行動」（β = .09, p < .10）であった。  
以上の結果、仮説 2 は支持された3。  
 

















　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .58 ***




　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .67 ***
















3 -  R
2
2.





「創造的成果物」への影響過程についての重回帰分析の結果を表 5 に示す。  
「創造的成果物」に有意な正の影響を与えた要因は、「マーケティング・リサーチ
機能」（β = .13, p < .05）であり、有意傾向な正の影響を与えた要因は「Off-JT」（β = .12, 
p < .10）と「創造性」（β = .18, p < .10）あった。一方、「創造的成果物」に有意傾向
な負の影響を与えた要因は、「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = -.15, p < .10）
であった。  
                                                   
3 仮説 2：マーケット志向性創造的プロセス行動は、創造性と正の関係を有する。 
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以上の結果、仮説 1 は支持された4。  
 

















　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .06 **




　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .07 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .02 †
Step 4 [創造性]
創造性 .18 †
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  4 .08 **
































「リーダー権限」への影響過程についての重回帰分析の結果を表 6 に示す。  
「リーダー権限」に有意な正の影響を与えた要因は、「マーケット志向性創造的プ
ロセス行動」（β = .25, p < .01）であり、有意傾向な正の影響を与えた要因は「事業部
門とのジョブ・ローテーション」（β = .15, p < .10）であった。  
「創造的成果物」と「リーダー権限」の間に有意な関係は認められなかった。従っ




                                                   
4 仮説 1：従業員の創造性は、創造的成果物と正の関係を有する。 
5 仮説 8：創造的成果物は、研究開発組織のリーダー権限と正の関係を有する。  
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　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .06 **




　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .08 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .03 *
Step 4 [創造性]
創造性 -.01
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  4 .08 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (3-4) .00
Step 5 [創造的成果物]
創造的成果物 .09
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  5 .08 **









































様性支援型組織風土」のそれぞれに対して重回帰分析を行った（表 7）。  
「独自性支援型組織風土」に有意な正の影響を与えた要因は「組織間コミュニケー
ション」（β = .18, p < .05）、有意な負の影響を与えた要因は「プロセス・コンフリク
ト」（β = -.24, p < .001）と「タスク・コンフリクト」（β = -.25, p < .001）であった。  
「創造性支援型組織風土」に有意な正の影響を与えた要因は「Off-JT」（β = .22, p 
< .001）、「組織間コミュニケーション」（β = .19, p < .01）、「リーダー権限」（β = .11, 
p < .05）であり、有意な負の影響を与えた要因は「年齢」（β = -.15, p < .05）と「タス
ク・コンフリクト」（β = -.16, p < .01）、有意傾向な負の影響を与えた要因は、「マー
ケティング部門とのジョブ・ローテーション」（β = -.14, p < .10）であった。  
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「多様性支援型組織風土」に有意な正の影響を与えた要因は、「性別」（β = .14, p < .01）、
「組織間コミュニケーション」（β = .48, p < .001）、「リーダー権限」（β = .15, p < .01）
であり、有意傾向な負の影響を与えた要因は「マーケット志向性創造的プロセス行動」





表 7 独自性／創造性／多様性支援型組織風土への影響過程の重回帰分析結果  
 
β t β t β t
Step 1 [統制変数]
性別 -.01 .02 .14 **
年齢 -.07 -.15 * -.05
勤務年数 .15 .02 .05
研究開発組織勤務年数 -.14 .04 -.07
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 .00 .01 .03 *
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ .02 .13 .02
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) .01 -.14 † .01
ジョブ・ローテーション (事業部門) .09 .12 .06
Off-JT .05 .22 *** .04
マーケティング・リサーチ機能 -.05 .06 -.01
組織間コミュニケーション .18 * .19 ** .48 ***
プロセス・コンフリクト -.24 *** .08 .03
タスク・コンフリクト -.25 *** -.16 ** .02
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .18 *** .24 *** .26 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (1-2) .20 *** .26 *** .24 ***
Step 3 [創造的プロセス行動]
技術志向性創造的プロセス行動 -.11 .13 -.03
マーケット志向性創造的プロセス行動 .00 -.09 -.12 †
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .18 *** .25 *** .26 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .00 .01 .01
Step 4 [創造性]
創造性 .05 -.02 .06
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  4 .17 *** .25 *** .25 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (3-4) .00 .00 .00
Step 5 [創造的成果物]
創造的成果物 .08 .08 .08
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  5 .18 *** .25 *** .26 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (4-5) .00 .01 † .01 †
Step 6 [リーダー権限]
リーダー権限 -.06 .11 * .15 **
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  6 .18 *** .26 *** .28 ***




















































                                                   






















革新的行動を促進する（Scott & Bruce, 1994）ことが報告されている。また、James, 

























































６． 結 果 （２） ： 修正モデルの検証 
6.1  組織風土の交互作用 
独自性／創造性／多様性支援型組織風土に関して、創造的成果物に至る影響過程に
おける調整効果について、重回帰分析により検討した。その結果、有意な正の関係が
認められた組み合せは、①創造性×独自性支援型組織風土（β = .12, p < .05）、②マー
ケット志向性創造的プロセス行動×独自性支援型組織風土（β = .14, p < .05）、有意傾
向な正の関係が認められた組み合せは③創造性×創造性支援型組織風土（β = .12, p 
< .10）であった。  






 以上の結果から、仮説 10-a、仮説 10-b、仮説 11-a の 3 仮説が支持され、仮説 10-c、
仮説 11-b、仮説 11-c の 3 仮説は棄却された7。  
  
図 5 創造的成果物に対する独自性／創造性支援型組織風土の交互作用効果  


























                                                   
7 仮説 10-a：独自性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 10-b：創造性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 10-c：多様性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 11-a：独自性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創造的成果物の間の  
負の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 11-b：創造性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創造的成果物の間の  
負の関係を、正の方向に調整する。  


























































動機づけ、組織風土）の 2 つに分割して図示した。図 6 に組織要因からの影響過程、





動」（β = .10, p < .10）に対し、有意傾向な正の影響を与える。  
(2) 「マーケティング部門とのジョブ・ローテーション」は、「マーケット志向性
創造的プロセス行動」（β = .12, p < .10）に対し、有意傾向な正の影響を与える。  
(3) 「研究開発組織におけるマーケティング研修（Off-JT）」は、「創造的成果物」
（β = .12, p < .10）に対し、有意傾向な正の影響を与える。  
(4) 「研究開発組織におけるマーケティング・リサーチ機能」は、「創造的成果物」
（β = .13, p < .05）に対し、有意な正の影響を与える。  
 
【環境要因からの影響過程】  
(5) 「内発的動機づけ」は、「技術志向性創造的プロセス行動」（β = .53, p < .001）、
「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = .17, p < .01）、「創造性」（β = .42, 
p < .001）に対し、有意な正の影響を与える。  
(6) 「組織間コミュニケーション」は、「技術志向性創造的プロセス行動」（β = .30, 
p < .001）と「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = .49, p < .001）に対
し、有意な正の影響を与える。  
(7) 「タスク・コンフリクト」は、「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = .20, 
p < .001）に対し、有意な正の影響を与える。  
(8) 「プロセス・コンフリクト」は、「創造性」（β = .10, p < .05）に対し、有意な
正の影響を与える。  
(9) 「独自性支援型組織風土」は、「創造性」と「創造的成果物」の間の正の関係
を有意に正の方向に調整（β = .12, p < .05）し、「マーケット志向性創造的プロ
セス行動」と「創造的成果物」の間の負の関係を有意に正の方向に調整する（β 
= .14, p < .05）。  
(10) 「創造性支援型組織風土」は、「創造性」と「創造的成果物」の間の正の関係
を有意傾向に正の方向に調整する（β = .12, p < .10）。  
 
【共通の影響過程】  
(11) 「技術志向性創造的プロセス行動」は、「創造性」（β = .39, p < .001）に対し、
有意な正の影響を与える。  
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(12) 「マーケット志向性創造的プロセス行動」は、「創造性」（β = .09, p < .10）に
対し有意傾向な正の影響を与え、「創造的成果物」（β = -.15, p < .10）に対し有
意傾向な負の影響を与える。  
(13) 「創造性」は、「創造的成果物」（β = .18, p < .10）に対し、有意傾向な正の影
響を与える。  
 
図 6 組織要因から創造的成果物に至るパス図 a, b, c 





















a. n = 282 
b. 直線は正の関係、破線は負の関係を示す  
c. †p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
 
図 7 環境要因から創造的成果物に至るパス図 a, b, c 
独自性支援型
組織風土




























a. n = 282 
b. 直線は正の関係、破線は負の関係を示す  
c. †p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
 29 
７．考 察 

















































































力が重要であることが、多くの文献で指摘されている（Baer, 2012; Perry-Smith & 
Mannucci, 2017; 関口, 2015; Zhou, Shin, Brass, Choi & Zhang, 2009）。また、イノベ
ーションに適した組織構造（有機的構造）や、knowing-doing gap（Pfeffer & Sutton, 
1999）に代表される関係組織間の心理的要因の影響についても考慮が必要である。さ
らに、リーダーシップの影響に関しても、組織の変革を促す変革型リーダーシップ









7.3  実務的含意 



















































Amabile, T. M. (1988). A model of creativity and innovation in organizations. Research in Organizational 
Behavior, 10, 123-167. 
Avolio, B. J. & Bass, B. M. (1995). Individual consideration viewed at multiple levels of analysis: A 
multi-level framework for examining the diffusion of transformational leadership. The Leadership 
Quarterly, 6, 199-218. 
Baer, M. (2012). Putting creativity to work: The implementation of creative ideas in organizations. 
Academy of Management Journal, 55, 1102-1119. 
Christensen, C. M. (1997). The innovator’s dilemma: When new technologies cause great firms to fail. 
Harvard Business School Press. (伊豆原弓訳 (2000). イノベーションのジレンマ: 技術革新が巨大
企業を滅ぼすとき, 翔泳社). 
Deci, E. L. (1971). Effects of externally mediated rewards on intrinsic motivation. Journal of Personality 
and Social Psychology, 18, 105-115. 
Deci, E. L. (1975). Intrinsic motivation. New York: Plenum Press. (安藤延男・石田梅男訳 (1980). 内発
的動機づけ, 誠信書房). 
Dong, Y., Bartol, K. M., Zhang, Z. X. & Li, C. (2017). Enhancing employee creativity via individual 
skill development and team knowledge sharing: Influences of dual‐focused transformational 
leadership. Journal of Organizational Behavior, 38, 439-458. 
関本浩矢・和多田理恵 (2012). クリエイティビティ・マネジメント ―創造性研究とその系譜―. 白桃
書房. 
平野光俊・内田恭彦・鈴木竜太 (2008). 日本式キャリアシステムの価値創造のメカニズム. 一橋ビジネ
スレビュー, 56, 76-92, 東洋経済新報社. 
稲水伸行 (2017). クリエイティブとイノベーティブの違いは何か？ . 一橋ビジネスレビュー , 64, 
214-218, 東洋経済新報社． 
James, L. R., Hartman, A., Stebbins, M. W. & Jones, A. P. (1977). Relationships between psychological 
climate and a VIE model for work motivation. Personnel Psychology, 30, 229-254. 
Janssen, O., van de Vliert, E. & West, M. (2004). The bright and dark sides of individual and group 
innovation: A special issue introduction. Journal of Organizational Behavior, 25, 129-145. 
Jehn, K. A. & Mannix, E. A. (2001). The dynamic nature of conflict: A longitudinal study of intragroup 
conflict and group performance. Academy of Management Journal, 44, 238-251. 
Kanter, R. M. (1988). When a thousand flowers bloom: Structural, collective, and social conditions for 
innovation in organization. Research in Organizational Behavior, 10, 169-211. 
川上智子 (2005). 顧客志向の新製品開発 マーケティングと技術のインタフェイス. 有斐閣. 
経済産業省 (2016). 我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向 ―主要指標と調査データ―. 第
16 版, 平成 28 年 6 月. http://www.meti.go.jp/policy/economy/gijutsu_kakushin/tech_research/ 
aohon/a17_2_1.pdf (2017 年 12 月 26 日確認). 
木村裕斗 (2016). 創造的チーム学習モデルの探索的検討 ―多次元的チーム学習と集団特性および創
造的成果の関係性―. 経営行動科学, 28, 197-212. 
 34 
Liu, D., Gong, Y., Zhou, J. & Huang, J. C. (2017). Human resource systems, employee creativity, and 
firm innovation: The moderating role of firm ownership. Academy of Management Journal, 60, 
1164-1188. 
みずほ総合研究所 (2010). 日本企業の競争力低下要因を探る ―研究開発の視点からみた問題と課題
―. みずほリポート, 2010 年 9 月 29 日発行．https://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/ 
pdf/report/report10-0929.pdf (2017 年 12 月 26 日確認). 
文部科学省 (2016). 第 4回全国イノベーション調査統計報告. http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream 
/11035/3154/2/NISTEP-NR170-FullJ.pdf (2017 年 12月 26 日確認). 
National Science Board (2016). Science and engineering indicators 2016. https://www.nsf.gov/statistics 
/2016/nsb20161/#/ (2017 年 12 月 26日確認). 
延岡健太郎 (2006). MOT［技術経営］入門. 日本経済新聞出版社. 
延岡健太郎・木村めぐみ・長内厚 (2015). デザイン価値の創造 デザインとエンジニアリングの統合
に向けて. 一橋ビジネスレビュー, 62, 6-21, 東洋経済新報社． 
O'Connor, G. C. (1998). Market learning and radical innovation: A cross case comparison of eight 
radical innovation projects. Journal of Product Innovation Management, 15, 151-166. 
小川一夫 (監修) (1995). 改訂新版 社会心理学用語辞典, 北大路書房.  
Perry-Smith, J. E. & Mannucci, P. V. (2017). From creativity to innovation: The social network drivers 
of the four phases of the idea journey. Academy of Management Review, 42, 53-79. 
Pfeffer, J. & Sutton, R. I. (1999). The knowing-doing gap: How smart companies turn knowledge into 
action. Harvard Business Press. 
Robbins, S. P. (2005). Essentials of organizational behavior, 8th edition. Pearson Education, Inc. 
(高木晴夫訳 (2016). 組織行動のマネジメント, 第 12 版, ダイヤモンド社) 
Schumpeter, J. A. (1912)．Theorie der wirtschaftlichen entwicklung. Leipzig: Duncker & Humblot. (塩
野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一訳 (1977). 経済発展の理論・上, 岩波文庫).  
Scott, S. G., & Bruce, R. A. (1994). Determinants of innovative behavior: A path model of individual 
innovation in the workplace. Academy of Management Journal, 37, 580-607.  
関口倫紀 (2015). 企業内人材の事業創造効力感を高める行動特性. 一橋ビジネスレビュー, 63, 180-193, 
東洋経済新報社． 
Siegel, S. M. & Kaemmerer, W. F. (1978). Measuring the perceived support for innovation in 
organizations. Journal of Applied Psychology, 63, 553-562. 
Song, M. & Xie, J. (2000). Does innovativeness moderate the relationship between cross-functional 
integration and product performance? Journal of International Marketing, 8, 61-89 
Song, X. M. & Parry, M. E. (1999). Challenges of managing the development of breakthrough products 
in Japan. Journal of Operations Management, 17, 665-688. 
Stein, M. I. (1953). Creativity and culture. The Journal of Psychology, 36, 311-322. 
Sternberg, R. J. (1999). Handbook of creativity. Cambridge University Press.  
竹内規彦 (2008). 「人的資源管理政策・施策」 若林満 (監) 松原敏浩・渡辺直登・城戸康彰 (編).
経営組織心理学, ナカニシヤ出版, pp. 161-187. 
Wright, P. M. & Snell, S. A. (1998). Toward a unifying framework for exploring fit and flexibility 
in strategic human resource management. Academy of Management Review, 23, 756-772. 
 35 
Zhang, X. & Bartol, K. M. (2010). Linking empowering leadership and employee creativity: The 
influence of psychological empowerment, intrinsic motivation, and creative process 
engagement. Academy of Management Journal, 53, 107-128. 
Zhou, J. & George, J. M. (2001). When job dissatisfaction leads to creativity: Encouraging the 
expression of voice. Academy of Management Journal, 44, 682-696. 
Zhou, J., Shin, S. J., Brass, D. J., Choi, J. & Zhang, Z. X. (2009). Social networks, personal values, 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Appendix 2 創造的成果物創出モデルのパス解析結果（全体図）a, b, c 
 







































a. n = 282 
b. 直線は正の関係、破線は負の関係を示す  
c. †p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
 
